
広告掲載業務に関する契約書 

 

 

１ 契約件名   令和７年度「仙台市八木山動物公園フジサキの杜 WEBページ」への

広告掲載業務 

 

２ 履行場所   仕様書のとおり 

 

３ 履行期間   令和７年  月 日から令和 年 月 日 

 

４ 契約金額    ￥          円 

         （うち取引に係る消費税及び地方消費税額 ¥      円） 

 

５ 契約保証金  免除 

 

 上記契約について，仙台市（以下「甲」という。）と        （以下「乙」と

いう。）とは，おのおの対等な立場における合意に基づいて，別紙の約款の条項（特約

条項がある場合，それを含む。）によって契約を締結し，信義に従って誠実にこれを履

行するものとする。 

 この契約の締結を証するため，本書２通を作成し，当事者双方記名押印の上，各自１

通を保有するものとする。 

 

 

 

 

令和 ７年  月  日 

 

甲 仙台市 

仙台市青葉区国分町３丁目７－１ 

仙台市長 郡 和子 

 

 

乙  

 

 

印紙 

 

（様式 契－1） 



  



（総則） 

第１条 甲は，甲が発行する仙台市八木山動物公園フジサキの杜 WEB ページ（以下「「市八木

山動物公園フジサキの杜 WEB」」という。）のうち，別紙の仕様書に定めるスペースを広告掲

載枠として乙に売渡し，乙はこれを広告掲載のため買い取るものとする。 

２ 甲及び乙は，この契約書に基づき，別紙の仕様書に従い，日本国の法令を遵守し，この契約

を履行しなければならない。 

３ 履行方法その他契約を履行するために必要な一切の手段については，この契約書及び別紙

の仕様書に特別の定めがある場合を除き，乙がその責任において定める。 

４ 乙は，この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。この契約が終了した後

も同様とする。 

５ この契約書に定める請求，通知，報告，申出，承諾及び解除は，書面により行わなければな

らない。 

６ この契約書及び仕様書における期間の定めについては，民法（明治２９年法律第８９号）及

び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。 

７ この契約に係る訴訟については，専属管轄を除くほか，甲の所在地を管轄する裁判所に行う

ものとする。 

（広告の仕様及び内容） 

第２条 前条第１項の規定に基づき，乙が「市八木山動物公園フジサキの杜 WEB」に掲載する

広告の仕様及び内容は，「仙台市広告掲載要綱」，「仙台市広告掲載基準」及びその他甲が定め

る広告掲載に関する基準，並びに別紙の仕様書の内容を満たすものとする。 

２ 甲は前項の規定を満たさない広告の掲載は認めない。 

３ 乙は仕様書に定める日までに，甲の定めるデータ形式で，甲の定める場所に広告原稿を入稿

する。 

４ 乙は，本契約の履行に関して，甲から必要書類の提出，意見の陳述を求められたときは，速

やかに応じなければならない。 

（広告掲載料の支払い） 

第３条 乙は，頭書記載の金額を広告スペースの買い取り料として，仕様書記載の支払計画に基

づき，甲の発行する納入通知書により支払うものとする。なお，消費税及び地方消費税率が変

わった場合には，これに従う。 

２ 前項の支払期限までに納付がないとき，甲は，乙に対し，納入期限の翌日から遅延日数に応

じ，遅延損害金約定利率の割合で計算した額の遅延利息の支払いを請求することができる。な

お，この契約書において「遅延損害金約定利率」とは，契約締結日における，政府契約の支払

遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣

が決定する率をいう。 

３ 前項の場合において，計算した遅延利息の額に１００円未満の端数があるとき又はその全

額が１,０００円未満であるときは，その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

４ 広告掲載料の支払いに要する費用は，乙が負担する。 

５ 乙が前条第３項に定める内容を履行しない場合は，甲はその広告スペースに甲の指定する



記事を掲載できるものとする。この場合において，乙は当該広告枠の広告料相当額を負担し，

甲に請求をしないものとする。 

（権利義務の譲渡等の制限） 

第４条 乙は，この契約により生ずる権利又は義務の全部若しくは一部を第三者に転貸し，若

しくは使用及び収益を目的とする権利を設定し，又は譲渡し，並びに抵当権若しくは質権

を設定してはならない。 

（一括委任又は一括下請負の禁止） 

第５条 乙は，契約の履行の全部又は主たる部分を一括して第三者に委任し，又は請け負わせて

はならない。ただし，あらかじめ，甲の承諾を得た場合は，この限りでない。 

（仕様書の変更） 

第６条 甲は，必要があると認められるときは，別紙仕様書の変更の内容を乙に通知して，仕様

書の変更をすることができる。この場合において，甲は，必要があると認められるときは履行

期間又は契約代金を変更し，乙に損害を及ぼしたときは必要な費用を賠償しなければならな

い。 

（契約履行の一時中止） 

第７条 履行場所等の確保ができない等のため又は暴風，豪雨，洪水，高潮，地震，地滑り，落

盤，火災その他の自然的若しくは人為的な事象であって乙の責めに帰することのできないも

のにより，契約の履行の目的物等に損害を生じ，若しくは履行場所の状態が変動したため，乙

が契約を履行できないと認められるときは，甲は，契約の履行の一時中止の内容を直ちに乙に

通知して，契約の履行の全部又は一部を一時中止させなければならない。 

２ 甲は，前項に定めるものを除くほか，必要があると認められるときは，契約の履行の全部又

は一部を一時中止させることができる。 

（履行期間の短縮等） 

第８条 甲は，特別の理由により履行期間を短縮する必要があるときは，乙に対して，履行期間

の短縮を求めることができる。 

２ 甲は，この契約書の他の条項の規定により履行期間を延長すべき場合において，特別の理由

があるときは，通常必要とされる履行期間に満たない履行期間への変更を請求することがで

きる。 

３ 前２項の場合において，甲は，必要があると認められるときは契約代金額を変更し，乙に損

害を及ぼしたときはその損害を賠償しなければならない。 

（履行期間の変更の方法） 

第９条 第６条又は前条第１項若しくは前条第２項の規定による履行期間の変更については，

甲乙協議して定める。ただし，当該協議の開始の日から１４日以内に当該協議が成立しない場

合には，甲は，履行期間を変更し，乙に通知するものとする。 

２ 前項の協議の開始の日については，甲が乙の意見を聴いて定め，乙に通知するものとする。 

（契約代金等の変更の方法） 

第１０条 第６条又は第８条第３項の規定による契約代金額の変更については，契約締結時の

価格を基礎として，甲乙協議して定める。ただし，協議開始の日から２１日以内に当該協議が



成立しない場合には，甲は，契約代金額を変更し，乙に通知するものとする。 

２ 前項の協議の開始の日については，甲が乙の意見を聞いて定め，乙に通知するものとする。 

３ 第６条及び第８条第３項の規定による甲の賠償額は甲乙協議して定める。 

（甲の解除権） 

第１１条 甲は，乙が次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。 

（１）広告掲載料を，その納入期限後３月以上経過して，なお納めないとき。 

（２）前号に掲げる場合のほか，正当な理由なくしてこの契約の条項に違反し，その違反により

この契約の目的を達することができないと甲が認めるとき。 

（３）乙，又はその代理人，使用人に重大な社会的信用失墜行為があり，この契約の解除が相当

であると甲が認めるとき。 

（４）乙が，差押，仮差押，競売の申立て又は破産手続開始，再生手続開始，整理開始若しくは

更生手続開始の申立てがあったとき 

（５）租税公課を滞納して督促を受けたとき，又は保全差押を受けたとき 

（６）支払を停止したとき，又は手形若しくは小切手が不渡りとなったとき 

（７）第１２条の規定によらないで，乙がこの契約の解除を申し出たとき。 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては，乙は、残る契約期間の契約代金額

の総額（かかる残余の期間の契約期間に応じて頭書記載の金額を日割りにより計算した額と

する。）に１００分の１０を乗じて得た額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなけれ

ばならない。当該金額に１００円未満の端数がある場合はこれを切り上げるものとする。

この場合において，甲は，前項の規定による解除に伴い生じた損害が上記違約金額を上回

るときは，実際に生じた損害の賠償を請求できる 。 

３ 甲は，契約の履行が完了しない間は，第１項に規定する場合のほか，必要があるときは，こ

の契約を解除することができる。 

４ 甲は，前項の規定によりこの契約を解除したことにより乙に損害を及ぼしたときは，その損

害を賠償しなければならない。 

（乙の解除権） 

第１２条 乙は，次の各号のいずれかに該当するときは，この契約を解除することができる。 

（１） 第６条の規定により別紙仕様書を変更したため契約代金額が３分の２以上増減したとき。 

（２）第７条の規定によるこの契約の履行の中止が履行期間の１００分の５０（履行期間の１０

０分の５０が６月を超えるときは，６月とみなす）を超えたとき。ただし，中止が契約の履行

の一部のみの場合は，その一部を除いた他の部分の契約の履行が完了した後３月を経過して

も，なおその中止が解除されないとき。 

（３）甲がこの契約に違反し，その違反によりこの契約の履行が不可能となったとき。 

２ 乙は，前項の規定によりこの契約を解除した場合において，損害があるときは，その損害の

賠償を甲に請求することができる。 

（広告内容についての責任） 

第１３条 乙は，広告を掲載する広告主との間で，次の各号に定めることについて取り決めなけ

ればならない。 



（１）広告内容に関する一切の責任は広告主等が負うものとし，甲は一切の責任及び負担を負わ

ないものとすること。 

（２）広告内容等が第三者の権利を侵害するものではないこと及び広告内容等に係る財産権の

すべてにつき合理的な権利処理が完了していることについて，広告主が保証すること。 

（３）甲に対して，広告主の責めに帰する理由に基づき，第三者から広告主の広告活動に関連し

て損害を被ったという請求がなされた場合は，広告主等の責任及び負担において解決するも

のとし，甲は責任及び負担を負わないものとすること。 

（損害賠償） 

第１４条 乙は，第２条第２項の規定に基づき広告の掲載が認められなかった場合は，甲に対し

て損害の賠償を請求しないものとする。 

２ 乙は，この契約を履行するにあたり，甲に損害を与えたときは，乙の負担により損害の賠償

を行うものとする。ただし，その損害の発生が甲の責めに帰すべき理由による場合においては

この限りでない。 

３ 乙は，この契約を履行するにあたり，第三者に損害を与えたときは，乙の負担により損害の

賠償を行うものとする。ただし，その損害の発生が甲の責めに帰すべき理由による場合におい

てはこの限りでない。 

４ 第２項及び第３項ただし書きの規定は，乙が甲の指示等が不適当であることを知りながら

これを通知しなかったときは適用しない。 

５ 第２項に規定する損害賠償の額は，甲乙協議して定めるものとする。 

６ この契約の履行について第三者との間に紛争を生じた場合においては，甲乙協議してその

処理解決にあたるものとする。 

（事故への対応） 

第１５条 広告内容・広告自体及びその他広告掲載を原因とする事故が発生した場合には，乙は，

当該事故発生の帰責の如何にかかわらず，直ちに事故拡大の防止策を講じるとともに，速やか

に甲にその旨を報告し，その後も当該事故の詳細について遅滞なく甲に報告しなければなら

ない。 

（業務履行体制） 

第１６条 乙は，業務の管理・運営に必要な知識，技能及び経験を有する業務責任者を定め，そ

の氏名その他必要な事項を甲に通知しなければならない。業務責任者を変更したときも同様

とする。 

２ 乙は，業務責任者が任命する業務担当者を定め，その氏名その他必要な事項を甲に通知しな

ければならない。業務担当者を変更したときも同様とする。 

３ 乙は，業務の履行にあたり，第１項及び第２項に規定する業務責任者及び業務担当者を含め

た業務フロー図を作成し甲に提出しなければならない。  

（著作権等の使用） 

第１７条 乙は，広告原稿の作成に際して，著作権，特許権，実用新案権，意匠権，商標権その

他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている材料，履行方法等を使

用するときは，その使用に関する一切の責任を負わなければならない。 



（契約の更新） 

第１８条 甲及び乙の双方に希望があるときは，双方が合意する条件により当該契約を更新す

ることができる。 

２ 前項の更新については，１年間ごとの契約の更新とし，３年連続の契約を限度とする。 

３ 第１項の契約更新の希望については，当該年度の４月末までに契約相手方に書面にて通知

することとし，契約更新する場合は，当該年度の５月末までに次期の契約を締結するものとす

る。 

（契約の費用） 

第１９条 この契約の締結に要する費用は，乙の負担とする。 

（補則） 

第２０条 この契約に関して疑義が生じたとき，又はこの契約に定めのない事項については，仙

台市契約規則（昭和３９年１０月仙台市規則第４７号）の定めに従うほか，必要に応じて，甲

乙協議して定める。 

 


